
1.背景と目的

　集約型の都市構造を目指すコンパクトシティでは、市

街地の集約と同時に、公共施設註1の集約及び、施設の統合、

複合化による拠点形成が求められている。

　従来の公共施設は高度経済成長期の需要に対する単一

機能の均等な施設配置により、人口減少の影響による利

用率の低下に加え、今後 20年間に更新時期を迎え、公共

施設の維持管理が自治体の大きな課題である。こうした

状況の中で、従来の行政中心の公共施設整備、運営が困

難であること等から、民間事業者との連携による新たな

方向性が求められている。

2.研究の目的と方法

　そこで本論では①文献 1) 及び事例註2 の整理より公共施

設集約(以下「集約」)によるコンパクトシティの拠点形

成の視点を整理し、②公共施設整備状況の分析から釧路市

を事例対象とする。③関係資料 2) より釧路市のコンパク

トシティの目標像を整理し④釧路市の公共施設評価註3 よ

り公共施設整備の課題を把握し、⑤④から集約の条件を設

定する。⑥関係資料 5)、ヒアリング註4 より集約における

公民連携の可能性を明らかにし、⑦⑤と⑥から集約の検討

及び、集約による拠点形成の方向性を考察する。

3.公共施設集約によるコンパクトシティの拠点形成の視点

　コンパクトシティの拠点形成に向け持続可能な都市経営

の下、集約型の都市構造と連動した集約が求められる。集

約の際には、施設の複合の検討及び行政、民間、住民の連

携による戦略的な集約を考慮する必要がある。

4.事例選定 (図 1)

　北海道の人口10万人以上の都市における、人口減少率、

財政状況及び、公共施設の保有状況註5の分析結果より今

後公共施設集約が大きな課題となる釧路市を選定した。

5.釧路市におけるコンパクトシティの目標像

　釧路市は多芯連携型註6 の目標像を採用し、8つの拠点エ

リアと拠点を結ぶ機能集積軸を設定している。本論ではこ

れに、音別・阿寒本町・阿寒湖温泉の3つを加えた11の

拠点と軸を拠点エリアとする。

6.釧路市における公共施設の現状

6-1.公共施設の保有状況

　釧路市の保有する114.9万 m²の公共施設を全て維持し

た場合、今後20年で住民一人当たりの負担額が約5倍に

増加する。また、現状の投資水準を維持した場合、サービ

ス水準の大幅な低下が懸念される。

6-2.公共施設評価の概要

　本論では釧路市が平成 24年にハード (劣化状況、機能

状況 )ソフト (利用状況、財務状況 )の視点で行った公

共施設の評価を用いて分析、検討を行う。

6-3.公共施設評価から見る現状・課題 (図 3-b,c)

　全地区で小学校の老朽化が見られ、今後小学校の更新

や改修が集約の大きな課題になると考えられる。

7.公民連携の可能性 (図 2)

　釧路市へのヒアリングより公民連携による取組みと拠

点形成の可能性を明らかにした。

【商業施設への公共機能の複合】(Ⅰ )民間施設の余剰空

間と施設整備が困難な公共機能の相互補完、集客性と収

益性の相乗効果が見込まれる。【公共施設への民間収益機

能の複合】(Ⅱ )民間事業者による創意工夫による集客施

設と収益施設の相乗効果が見込まれる。【遊休不動産の有

効活用】(Ⅲ )学区単位のコミュニティ拠点の維持、財政

負担軽減と売却・賃借による財源確保や事業者のイニシャ

ルコストの軽減が可能になる。【自治会組織への地区会館

の移譲】(Ⅳ )自治会への会館の譲渡と主体的な管理・運

営によって財政負担軽減と自由な会館利用が可能になる。

8.公共施設集約による拠点形成の検討	
8-1.検討結果と集約の方向性 (図 3-d)

　1)東部東 3)東部南 4)中部北 8)大楽毛 11)阿寒湖温泉

地区：拠点エリアと小学校区が重なるため、小学校区単

位で集約及び複合化を進める。2) 東部北 5)中部南 6)西

部北 7)西部南地区：一部の小学校が拠点エリア外にある

ため、小学校への集約または、拠点エリア付近での施設

の集約及び複合化を考慮する必要がある。9) 音別 10)阿

寒本町：拠点エリア外に施設が多数存在するため、近接

する地域対応施設の周辺で集約後、拠点エリア内へ集約

する等の段階的な集約が必要である。

8-2.集約による拠点形成のパターン (図 3-e)

　以上の検討から抽出した集約化による拠点形成のパ

ターンを以下の [1]〜 [7]に整理した。

[1]【小学校の更新時の集約】小学校の更新時に施設機能

を集約し、複合コミュニティ拠点を形成する。[2]【小学

校の空き教室の活用】小学校の空き教室へ施設機能を集

約し、複合コミュニティ拠点を形成する。[3]【廃校舎へ

の機能移転】廃校舎への施設機能の集約や民間事業者を

誘致し、遊休不動産の活用とコミュニティの場を維持す

る。[4]【複合施設への機能移転】既存複合施設に、地区
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【集約の方向性】(9-1)①小学校区を基本としたコミュニ

ティの単位で集約を進める。②拠点エリア外に施設が多

い地区においては、段階的に拠点エリアへの集約を進め

る。【集約による拠点形成のパターン】(9-2)[1]〜 [7]の

パターンによる拠点形成が考えられる。【施設の廃止によ

る財政効果】(9-3)施設廃止による財政効果は限定的で

あるため、コストを削減するだけでなく、複合化や公民

連携による収益確保等、持続的、戦略的な施設運営を行

う必要がある。

会館等の機能移転を行い、利用率の向上を図る。[5]【商

業施設の空き床への機能移転】商業施設の空き床へ公

共機能を集約し、収益性と集客性の相乗効果による拠

点形成を図る。[6]【収益施設との複合】図書館等の更

新時に民間事業者と連携し、収益施設との複合拠点を

形成する。[7]【地区会館の移譲】地区会館を自治会へ

移譲し、財政負担の軽減と住民の自由な利用を促す。

9-3.施設廃止による財政効果

　また、 対象施設を廃止した場合の効果は面積基準で

13.6％、 収支基準で 10.56％であることが明らかとなった。

9.公共施設集約によるコンパクトシティの拠点形成の方向性

　本論では以下の4点が示された。

図 2：釧路市における公民連携の取組みの展開可能性と課題

註1)本論では行政財産のうち道路、 河川、 橋梁等のインフラ施設を除く公用財産および公共財産
を指す。 註 2)先進事例として神奈川県秦野市、 静岡県浜松市へヒアリングを行った。 註 3) 「釧路
市における公共施設の現状分析」 (2005) 註 4)釧路市公有資産マネジメント推進室。 註 5)各データ
の出典：人口・人口減少率/人口問題研究所、 公共施設面積/東洋大学PPP研究所資料、 各
種財政指数/各市町村統計データ。 註 6)中心部に都市機能を集約化する同心円型ではなく、 都
市内に複数の拠点を置き、 それらを公共交通機関で結んだ都市構造。 参考文献 1) 海道清信： コ
ンパクトシティ -持続可能な社会の都市像を求めて -2)鈴木浩 :日本版コンパクトシティ

図 3：公共施設の現状と課題及び拠点形成の検討図 (5 地区 )
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